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会労働研究所および実習の受入れを行っているドゥー県 Union Départementale des





は じ め に
Le conseiller en économie sociale familial (以下，CESF または家庭経済ソーシャルワー











































































その後 20世紀に入ると，家庭科教育から CESF の国家資格の成立とその見直しに至るまで
の流れを見出すことができ，以下，特徴的な 6 期に分けて述べる。
















具体的には，1950 年 10 月 24日付の省令によって，家庭科教員免状の取得にかかる期間は 3
年間とされ，第 2学年次終了後に実施される試験の合格者のみが第 3学年次の課程を履修でき，
履修後に免許状が取得できることとなった。
3．第 3 期 義務教育としての家庭科教育から社会に開かれた家政教育へ















4．第 4 期 経済・社会・家族の領域に関する高等技術者免許状の創設
第 4 期は 1960 年〜1970 年で，成人に対する家政教育の必要性が広く認識されて以降，家政
学を教える教員を養成する教育機関は教育プログラムと教育方法の見直しに着手していった。
家庭・家政科教育の改良審議会の作業により，1969 年 6月，省令によって経済・社会・家
族の領域に関する高等技術者免許状 (Brevet de Technicien Superieure. (BTS)) が創設され，
その後の 1970 年 5月，通達によって家政学を教える教員の養成センターが私立専門学校に転
身を図っていった。













5．第 5 期 CESF 国家資格の成立




6．第 6 期 CESF 国家資格の見直し
最終期の 1991 年〜1992 年は CESF の職務内容についての見直しが検討され，フランソワ・
アバレア氏を中心に，学校および省庁に対して行われた全国レベルでの調査が 1994年まで続
けられ，CESFの職務改革に先鞭がつけられた。
2006年 9 月には CESF 資格の改革のための作業グループが設置され，作業グループは国民
教育省，社会福祉事業総局，労働組合，使用者，社会経済研究機関の全国団体である Groupe-
ment National des Institut Régional du Travail Social (GNI)，ソーシャルワーカーの教育お
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よび研究機関のフランスにおける連合体である Association Francaise des Organisms de
Formation et de Recherche en Travail Social (AFORTS) などが参画して設置され，2007年
12 月まで作業が続けられた。





2011 年 9 月に筆者が訪問したドゥー県ブザンソン市にある養成校である Le Institut








































































































































































































































































































































































































































同じく 2011 年 2 月に筆者が実施した，A自治体内の市町村社会福協議会生活福祉資金貸付
事業担当者アンケート調査結果によると，「総合支援資金が加わって相談者が増加しているが，
対応する職員の恒常的な人件費が組まれていない」との回答があり，期待された相談業務を行
















( 1 ) conseiller は「助言を与える，指導する者」の意である (「デイリーコンサイス仏和和仏辞典 第 2
版」三省堂編集所 2011 年) が，本稿では conseiller en économie sociale familiale の省令による定
義と業務内容から cnseiller の邦訳をソーシャルワーカーとした。
( 2 ) アソシアシオン (Asosiation) は前掲 1 によると，「会，協会，組合」の意であるが，フランスで
はその活動の種類は幅広く，レジャーやスポーツから社会貢献や教育に至るまで多様な組織を指
す。
( 3 ) Arrête du 1er Septembre 2009 RELATIF au DIPLO
︿
ME dʼTAT de conseiller en économie sociale
familiale およびDIPLO
︿
ME dʼTAT de conseiller en économie sociale familiale の中から，ANNNEX
Ⅰ REFERENTIEN PROFSSIONNELより引用
( 4 ) 石黒由美子「フランスにおける消費者ソーシャル・ワーカーによる家計管理援助」『季刊 家計経
済研究』1991 年冬号 56-73頁
( 5 ) 陣内恭子「家庭経済ソーシャルワーカーの国家資格 CESF――家計管理のできる人材育成と資格
導入のヒント」平成 21 年度厚生労働省社会福祉推進事業費補助研究『多重債務問題と生活再生支
援のこれから ――フランスの先進事例から私たちがまなんだこと――』グリーンコープふくお
か 42-50頁 2010 年
( 6 ) 佐藤順子「フランスにおける家庭経済ソーシャルワーカーの実践 ――家族手当金庫を中心に
――」佛教大学福祉教育開発センター紀要 第 8 号 151-159頁 2011 年
( 7 ) 金融庁ホームページ http : //www.fsa.go.jp/policy/kashikin/housaku.pdf
「借り手の目線に立った 10 の方策」より引用 (平成 24年 8月 25日閲覧)
( 8 ) France EFS 資料 Historique de la profession de conseiller en économie sociale familiale より引用
( 9 ) CESF に固有の技術である家計の教育的行動とは，家計に困難をきたす家族に対して行なわれ，
家族構成員の役割を考慮した上で，生産と消費の現象についてのクライアントの理解を深め，家
計管理が確立できるような行動を指す。
ブリジット・ブケ，ジャン=イヴ・バレイル監修 ｢社会福祉事業の批評的新辞典｣ 28-29頁 バ
イヤール出版社 2006年発行より引用
(10) C は Competence (職能・コンピタンス) の略
(11) DC は Domaine de competence (職能の領域) の略
(12) ISIC (intervention sociale dʼintérêt collectif) は集団利益のための社会福祉的介入という概念で，
その内容は 1988年に社会福祉高等評議会によって構築された。
(13) ISAP (Intervention sociale dʼaideà la personne dans les domainesde la vie quotidienne) は，支援の
ための社会福祉的介入という概念で，その内容は 1996年に社会福祉高等評議会によって構築され，











ME dʼTAT DE Conseiller en économie sociale familiale の中から ANNNEXⅢREFEREN-
TIEN COMPETENCESおよび Arrête du 1er Septembre 2009 RELATIF au DIPLO
︿
ME dʼTAT
de Conseiller en économie sociale familialeの脚注より引用
(16) 前掲 15より引用
(17) 平成 21 年 7月 28日付 厚生労働省社会・援護局長「生活福祉資金 (総合支援資金) 貸付制度の
運営について」社援発 0728第 12号より引用







佐藤順子「生活福祉資金貸付制度の改正が意味するもの―― 2009 年改正を中心に」佛教大学 社


















1 ) フランス教育学会 編著「フランス教育の伝統と革新」2009 年 大学教育出版




3 ) 村田尚紀「フランスにおけるアソシアシオンの現状」『立命館大学人文科学研究所紀要』84 号
119〜145頁 2004年
4 ) 松村祥子・出雲祐二・藤森宮子「社会福祉に関する日仏用語の研究 (2)」『放送大学年報』第 23 号
97-107頁 2005年
5 ) ジャック・モロー著 石塚秀雄・中久保邦夫・北島健一訳「社会的経済とは何か」日本経済評論社
1996年
6 ) ジグムント・バウマン著 伊藤茂訳「新しい貧困 ――労働，消費主義，ニュープア――」青土社
2008年
7 ) 研究代表者 西村隆男 文部科学省科学研究費 基盤研究 (c) 研究課題番号 17500501「家計管理
能力回復プログラム開発と生活支援アドバイザー制度導入に関する研究」研究報告書
8 ) 新保美香「生活再建を支えるセーフティネットのあり方を考える ――生活福祉資金貸付制度 (総
合支援資金) をめぐる課題を手がかりに――｣『社会福祉研究』第 114 号 61-67頁 2012 年
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